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野 央
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幸

　株主の皆様におかれましては、格別なるご支援を賜り心より厚く御

礼申し上げます。

　当第2四半期連結累計期間（2011年4月1日～9月30日）における

経済環境としては、生産や輸出において東日本大震災からの復興に

伴う緩やかな回復傾向が見られたものの、欧州の財政問題及び米国

の景気減速に加え、為替や株価の急激な変動など、国内外ともに景気

下振れリスクが強まりました。エレクトロニクス業界においては、ス

マートフォンやタブレットPC向けの電子部品が比較的堅調に推移す

る一方で、携帯電話やパソコンについては調整色が強まり、ビジネス

モデルの変革から一部の完成品の在庫水準はアジア地域中心に高ま

りました。

　このような環境のもと、当第2四半期連結累計期間における当社グ

ループの業績は、半導体部門ではオートモーティブとアミューズ向け

の顧客を中心に生産調整が増加したことに加え、情報通信機器部門で

はパソコンの需要落ち込みに伴う生産減の影響で主力のハードディス

クドライブの販売が減少したことにより、売上高は689億50百万円（前

年同期比10.0%減）となりました。一方、利益面では、比較的利益率

の高い国内取引が減少したことにより、営業利益は14億45百万円（同

57.4%減）、経常利益は持分法による投資利益の減少により13億5

百万円（同62.8%減）となりました。その結果、四半期純利益は13億

91百万円（同24.5%減）となりました。

株主の皆様へ
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　当下半期（2011年10月1日～2012年3月31日）は、欧州の財政問

題などを背景とした世界的な景気減速懸念や高止まりする円相場の影

響などを含め不透明要因が多いことから、2011年6月3日に公表した

通期（2011年4月1日～2012年3月31日）の連結業績予想を据え置い

ており、売上高1,500億円（前期比1.9%増）、営業利益35億円（同

25.7%減）、経常利益37億円（同26.4%減）、当期純利益30億円（同

6.6%増）を見込んでおります。

　当社グループは、株主の皆様をはじめステークホルダーのご期待に

お応えし、常に企業価値の最大化を目指すとともに、地球環境保全へ

の対応はもとより、良き企業市民としての社会的責任を果たし得る調

和の取れた事業運営を実践し、社会の発展に貢献する企業として成長

を続けてまいります。株主の皆様におかれましては、今後ともより一

層のご愛顧を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

代表取締役社長

磯野央幸

※ 業績予想は現時点で入手した情報に基づき当社が判断したものであり、実際の業績は様々な要因により予想数
値と異なる場合があります。
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　当社は、中期経営計画の中で「顧客満足度
（CS）の向上」「選択と集中」「海外展開」という3

つの方針を掲げておりますが、最近では、CSの

向上の一環として、自社企画製品の開発・拡販に
も力を入れております。今回は、自社企画製品の
一部をご紹介いたします。

自社企画製品のご紹介

全4方向の高輝度照明
ラジオ付LEDソーラーランタン1

　大型ソーラーパネルによる充電により、LED光源のランタンが
使えるほか、FMラジオ、携帯電話充電用端子（USB）を備えてお
り、災害用としても注目されております。

大型ソーラーパネル
LEDライト（4方向）
FMラジオ
携帯電話充電用端子（USB）

機　能
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M2M向けGSM／WCDMA 通信BOX2
　M2M（Machine to Machine）向けにGSM／WCDMA

通信BOXの提供を開始いたしました。
　Sierra Wireless社の通信モジュールを内蔵し、携帯
電話網（公衆網）を使った高速な双方向データ通信に
より、リアルタイムなデータの収集、制御、監視などに
利用できますので、用途は非常に広範となります。

自販機などの在庫管理・
マーケティング

駐車場の監視／緊急コール

生産設備・自動機の状態監視

農産物などの生産過程監視

データセンター

サービスコール・
緊急アラートなど

タクシー・バスの運行管理／
音声通信

公衆網
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財務ハイライト（第2四半期連結決算推移） （単位：百万円）

2010年3月期（第2四半期） 2011年3月期（第2四半期） 2012年3月期（第2四半期）

売上高 57,657 76,632 68,950
　半導体 46,772 58,038 50,353
　情報通信機器及び応用システム 3,883 7,466 5,994
　その他 7,001 11,127 12,602
営業利益 1,033 3,394 1,445
経常利益 1,018 3,513 1,305
四半期純利益 651 1,844 1,391

総資産 54,400 71,431 70,334
純資産 35,819 38,016 39,441
1株当たり四半期純利益（円） 40.29 114.05 86.06
1株当たり純資産額（円） 2,214.68 2,350.48 2,438.62

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

配当状況（単体）
1株当たり中間配当（円） 15.00 15.00 15.00

主要財務指標（第2四半期連結決算推移）
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四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

期　別

科　目

当第 2四半期
連結会計期間末
（2011年9月30日現在）

前第 2四半期
連結会計期間末
（2010年9月30日現在）

前連結会計年度の
連結貸借対照表
（2011年3月31日現在）

（資 産 の 部）

流 動 資 産 61,963 62,944 55,927

現 金 及 び 預 金 1,668 2,080 2,341

受取手形及び売掛金 41,579 42,993 35,359

商 品 15,219 14,001 16,028

そ の 他 3,549 3,943 2,271

貸 倒 引 当 金 △ 53 △ 73 △ 74

固 定 資 産 8,371 8,486 8,536

有 形 固 定 資 産 499 585 548

無 形 固 定 資 産 1,486 1,742 1,586

投資その他の資産 6,388 6,160 6,404

貸 倒 引 当 金 △ 3 △ 2 △ 3

資 産 合 計 70,334 71,431 64,463

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

期　別

科　目

当第 2四半期
連結会計期間末
（2011年9月30日現在）

前第 2四半期
連結会計期間末
（2010年9月30日現在）

前連結会計年度の
連結貸借対照表
（2011年3月31日現在）

（負 債 の 部）

流 動 負 債 28,613 30,456 22,947

支払手形及び買掛金 13,121 15,588 10,646

短 期 借 入 金 12,655 10,606 9,364

賞 与 引 当 金 538 596 812

そ の 他 2,297 3,664 2,124

固 定 負 債 2,279 2,959 3,034

退職給付引当金 1,638 2,216 2,339

そ の 他 641 743 695

負 債 合 計 30,893 33,415 25,981

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 41,022 39,260 40,035

資 本 金 5,251 5,251 5,251

資 本 剰 余 金 4,767 4,767 4,767

利 益 剰 余 金 31,004 29,242 30,016

自 己 株 式 △ 0 △ 0 △ 0

その他の包括利益累計額 △ 1,581 △ 1,244 △ 1,552

その他有価証券評価差額金 △ 4 △ 3 1

繰 延 ヘッジ 損 益 0 6 △ 4

為替換算調整勘定 △ 1,576 △ 1,247 △ 1,548

純 資 産 合 計 39,441 38,016 38,482

負 債 純 資 産 合 計 70,334 71,431 64,463

資産の部
主に受取手形及び売掛金が62億20百万円増加したこと
により、前連結会計年度末に比べ58億70百万円増加して
おります。

負債の部
主に短期借入金が32億91百万円増加したことにより、前
連結会計年度末に比べ49億11百万円増加しております。

純資産の部
主に利益剰余金が9億87百万円増加したことにより、前連
結会計年度末に比べ9億58百万円増加しております。

要約財務諸表（連結）
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四半期連結損益計算書（第2四半期連結累計期間） （単位：百万円）

期　別

科　目

当第2四半期連結累計期間

（自　2011年4月 1日
至　2011年9月30日）

前第2四半期連結累計期間

（自　2010年4月 1日
至　2010年9月30日）

前連結会計年度の連結損益計算書

（自　2010年4月 1日
至　2011年3月31日）

売 上 高 68,950 76,632 147,169

売 上 原 価 62,341 67,336 130,964

売 上 総 利 益 6,608 9,296 16,205

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,163 5,901 11,491

営 業 利 益 1,445 3,394 4,713

営 業 外 収 益 339 477 699

営 業 外 費 用 479 358 375

経 常 利 益 1,305 3,513 5,037

特 別 利 益 766 2 2

特 別 損 失 3 445 364

税金等調整前四半期（当期）純利益 2,068 3,069 4,674

法 人 税、住 民 税 及 び 事 業 税 287 666 1,109

法 人 税 等 調 整 額 389 558 703

少数株主損益調整前四半期（当期）純利益 1,391 1,844 2,861

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 1,391 1,844 2,861

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高
スマートフォン向け部材の販売は堅調に推移しましたが、半
導体部門ではオートモーティブとアミューズ向けの販売、
情報通信機器部門ではハードディスクドライブの販売がそ
れぞれ減少したことにより、連結売上高は、前年同期比
10.0%減の689億50百万円となりました。

売上総利益
売上高の減少に伴い、連結売上総利益は、前年同期比
28.9%減の66億8百万円となりました。

営業外収益
主なものは、持分法による投資利益3億22百万円であり
ます。

営業外費用
主なものは、為替差損4億24百万円であります。

特別利益
厚生年金基金代行返上益7億66百万円であります。

特別損失
主なものは、退職特別加算金3百万円であります。
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営業活動によるキャッシュ・フロー
主な要因は、税金等調整前四半期純利益20億68百万円、売
上債権の増加額62億98百万円、仕入債務の増加額25億27
百万円によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー
主な要因は、無形固定資産の取得による支出95百万円によ
るものであります。

財務活動によるキャッシュ・フロー
主な要因は、短期借入金の増加額33億26百万円、配当金の
支払額4億4百万円によるものであります。

四半期連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

期　別

科　目

当第2四半期連結累計期間

（自　2011年4月 1日
至　2011年9月30日）

前第2四半期連結累計期間

（自　2010年4月 1日
至　2010年9月30日）

前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書

（自　2010年4月 1日
至　2011年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,498 △ 1,354 492

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 156 △ 457 △ 748

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,870 2,279 927

現金及び現金同等物に係る換算差額 112 36 93

現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 672 504 765

現金及び現金同等物の期首残高 2,341 1,575 1,575

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 1,668 2,080 2,341

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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25.2%18.6% 14.3%
1.4%

40.5%

発行可能株式総数 40,000,000株

発行済株式の総数 16,174,000株

株主数 4,736名

所有者別株式分布状況

大株主

● 個人・その他：4,546名　3,004.9千株　● 金融機関：24名　2,309.4千株
● 証券会社：35名　222.1千株　● その他国内法人：44名　6,558.7千株
● 外国人：87名　4,078.7千株

株　主　名 持株数（千株） 出資比率（%）
豊田通商株式会社 6,402.0 39.6

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 1,492.4 9.2

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 705.4 4.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 540.8 3.3

HSBC BANK PLC － MARATHON VERTEX JAPAN FUND LIMITED 520.0 3.2

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB A/C AMERICAN CLIENTS 421.3 2.6

MELLON BANK TREATY CLIENTS OMNIBUS 358.4 2.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 324.0 2.0

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 232.9 1.4

PICTET AND CIE 140.2 0.9
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会社概要  （2011年9月30日現在）

商　号： 株式会社トーメンエレクトロニクス
  （TOMEN ELECTRONICS CORPORATION）

本　社： 東京都港区港南一丁目8番27号

設　立： 1972年（昭和47年）9月6日

資本金： 52億5,100万円

従業員数（連結）： 724名（2011年3月31日現在）

主な事業内容：  半導体、情報通信機器等の輸出入
及び販売

役　員： 代表取締役社長 磯　野　央　幸
  専務取締役 石　橋　　　隆
  常務取締役 清　野　　　勝
  取締役 宮　崎　和　政
  取締役 金　澤　祐　次
  取締役 篠　﨑　民　雄
  取締役 岡　本　　　康
  常勤監査役 下　山　淳　治
  監査役 清　水　順　三
  監査役 谷　　　重　樹
  監査役 会　田　一　雄

執行役員： 執行役員 古　屋　和　久
  執行役員 秋　葉　雄　二
  執行役員 平　田　　　実
  執行役員 小　嶌　宏　之

取引金融機関： 株式会社三菱東京UFJ銀行
  株式会社三井住友銀行
  株式会社みずほコーポレート銀行

国内ネットワーク：（2011年12月9日現在）

 国内8事業所
仙台／宇都宮／松本／名古屋／大阪／門真／福岡／
商品センター（東大和市）

 国内子会社
株式会社ピーピーエル

海外ネットワーク：（2011年12月9日現在）

 海外子会社
TOMEN ELECTRONICS AMERICA, INC.
TOMEN (SINGAPORE) ELECTRONICS PTE. LTD.
TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITED
TOMEN ELECTRONICS (SHANGHAI) CO., LTD.
TOMEN ELECTRONICS (THAILAND) CO., LTD.
TOMEN ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED
TOMEN ELECTRONICS (SHENZHEN) CO., LTD.
TOMEN ELECTRONICS MALAYSIA SDN. BHD.

 海外事務所
TOMEN ELECTRONICS AMERICA, INC.,
 Detroit Branch
TOMEN ELECTRONICS (HONG KONG) LIMITED,
 Taiwan Branch
 Hanoi Liaison Office
TOMEN ELECTRONICS INDIA PRIVATE LIMITED,
 Mumbai Branch
 Bangalore Branch
TOMEN ELECTRONICS (SHENZHEN) CO., LTD.,
 Beijing Branch
 Chengdu Branch
 Wuhan Branch (予定)
TOMEN ELECTRONICS MALAYSIA SDN. BHD.,
 Penang Branch

グループ企業：（2011年12月9日現在）
豊田通商株式会社
株式会社トーメンデバイス
株式会社トムキ
株式会社豊通エレクトロニクス
上海虹日国際電子有限公司
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株主メモ

（「 ISO 27001」認証マーク） （「 ISO 9001」認証マーク） （「 ISO 14001」認証マーク）

住所変更、単元未満株式の買取等のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
　なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社に
お申出ください。

未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。

「配当金計算書」について
　配当金支払いの際に送付している「配当金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねております。確定申告を行
う際は、その添付資料としてご使用いただくことができます。
　なお、配当金領収証にて配当金をお受取りの株主様につきましても、配当支払いの都度「配当金計算書」を同封させていただいてお
ります。
※確定申告をされる株主様は、大切に保管ください。

事業年度の末日 3月31日
期末配当の基準日 3月31日
中間配当の基準日 9月30日
定時株主総会 6月中
単元株式数 100株
公告方法
  電子公告により、下記公告掲載アドレス上のウェ
ブサイトに掲載いたします。ただし、事故その他
やむを得ない事由によって電子公告による公告
をすることができない場合は、日本経済新聞に
掲載いたします。

 ＜公告掲載アドレス＞
 http://www.pronexus.co.jp/koukoku/7558/7558.html

株主名簿管理人及び 東京都港区芝三丁目33番1号
特別口座の口座管理機関 中央三井信託銀行株式会社
 郵便物送付先 〒168-0063　
  東京都杉並区和泉二丁目8番4号
  中央三井信託銀行株式会社　証券代行部
 （電話照会先） 電話　0120-78-2031（フリーダイヤル）
   取次事務は中央三井信託銀行株式会社の

全国各支店並びに日本証券代行株式会社の
本店及び全国各支店で行っております。

〒108-8510 東京都港区港南1-8-27
Tel.03-5462-9611
http://www.tomen-ele.co.jp


